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柔軟な権利制限規定として導入される書籍所在情報検索サービスの適法性の限界―Google Booksにおけるスニペット等表示を検証する―
弁護士　　松　田　政　行

Ⅰ　はじめに

Googleは、2003年12月に、大学と公共の図書館から資料の提供を受けて、図書館資料のデジタル化を行うことを公表した。「Googleの使命」である全世界の情報のデジタル化の一環であるという。これに対し、全米作家組合らは、2005年9月にGoogle Books訴訟を提起し、11年にわたり裁判が継続した。2015年10月に控訴審判決、2016年4月に最高裁の不受理決定に至り、この裁判は終了した
。
訴訟中に示された多くの議論は、ナショナルアーカイブを構築（この構築は、①資料のデジタル化、館内サービス、②公共図書サービスへの情報の提供、③商用利用による公衆への提供、の3段階である）する上で重要な諸点を含んでいるように思われる。特に、第一審のクラスアクション和解手続において和解案が2回示され、この和解案からGoogleの戦略が読み取れる（和解案は、いずれも裁判所の承認決定を得るに至らなかった。クラスアクションの和解は、当事者外のクラスにも効力が及ぶため、裁判所の決定を要するのである。弁論に戻されて、上述の判決に至った）。
文化審議会著作権分科会は、いわゆる「フェアユース」（近時国内において、米国のフェアユースと区別するために「柔軟な規定」ということになっている）の導入議論を踏まえて、国内法制の見直し（主に著作権の制限規定）に関する報告書をまとめた
。この報告書の重要な部分として「著作物の本来的利用には該当せず、権利者に及び得る不利益が軽微な行為類型」（報告書において[第2層]と言っている。同45頁）を法制化する方針が示されて、この具体的例として、著作物の「所在検索サービス」のための著作物の蓄積（データベース化）を許容するということが示された。図書館資料の点で考察するならば、この[第2層]の考え方の導入によって、日本において国立国会図書館によるナショナルアーカイブの構築に拠らずとも、だれでも、どの企業でも法的には「所在検索サービス」のための書籍全文のナショナルアーカイブを構築することができることになるということである。上記の段階で言うならば、書籍データデータベースの構築がこれまで国立国会図書館でしかできなかったところ、だれでも、どの企業でも参入できるということになったのだ。これは法律上可能になるということであり、ナショナルアーカイブを構築するに必要なコンテンツを収集することができるかという点は別異のことであることは言うまでもない。コンテンツの収集という点では、わが国において将来も国立国会図書館が圧倒的に優位にあるということ（納本制度（国立国会図書館法24条～25条の2）と電磁的記録化（著作権法31条2項））は変わらない。しかし、Googleが日本の新法制の下で米国内で行っているのと同様の方法（有力な公共図書館、大学図書館から図書館資料の提供を受ける方法）で日本版Google Booksを構築することが可能になったとも言えるのだ。この報告書によって、近時の国会を通れば著作権法に柔軟な権利制限が入ることになる。書籍のナショナルアーカイブ構築を介して多様な書籍ビジネスが生まれることを期待したい。本稿をとりまとめていた2018年2月23日に法案が閣議決定され国会に提出された。4月以降通常国会において改正著作権法として成立することになるであろう（施行は平成31年1月1日）
。
本稿は、Google Booksにおけるフェアユース判決の最も重要な判断要素であった、検索者に表示される検索結果、特にスニペットの表示方法を解説するものである。これは同時に日本における新法による所在検索サービスの適法性の限界を考察する資料を提供するものとなる。
Ⅱ　Google Booksにおける書籍の表示

１．Google Books検索について

Google Booksとは、Googleが数千万点にのぼる書籍をスキャンしてデジタルコピーを作成し、これをデータベース化してインターネット上で公衆一般に無料で提供している書籍検索サービスである。ユーザーが検索語を所定の入力欄に入力して検索をかけると、データベースにある書籍のすべてのテキスト（写真のキャプション等も含む）を対象とし、検索対象の書籍における検索語の使用頻度やフォントの大きさなど、さまざまな要素を分析して
、検索者が捜している情報に関する書籍をリストとして出すという仕組みを持っている。ユーザーが検索結果に表示された書籍の1つを選んでクリックすると、当該書籍に関する情報が表示される。表示方法は、以下の4通りのいずれかである。
1 パブリックドメインとなっている書籍は「全文表示」され、当該書籍全体の閲覧およびPDFファイルのダウンロードが可能となっている（一例として、【資料1】）
。
2 「パートナープログラム」に参加している出版社等から提供されている書籍の場合
、出版社等が指定した割合のページ数（全体の20~100%の範囲で指定が可能）による「部分プレビュー表示」がなされる（一例として、【資料2】
）。表示される書籍のページは印刷・保存・コピーできないようになっている。
3 Googleと世界の複数の大学図書館（以下「パートナー図書館」という）との提携による「図書館プロジェクト」に基づいてデジタル化された、著作権保護期間内の書籍については、Google Booksのユーザーが検索画面に入力した検索語の前後数行による「スニペット表示」がなされる（一例として、【資料3、4および5】
）。同プロジェクトおよびスニペット表示については次項以下で詳述する。
4 Googleがデジタル化していない書籍は書誌データ、ブックレビュー、関連サイト情報のみが表示される（一例として、【資料6】）
。
さらに、上記のさまざまな表示と同じ画面中に、「この書籍について」（当該書籍に対するレビューおよび当該書籍内で多く使われている語句を表示）、「レビューを書く」、「マイライブラリに追加」（インターネット上に自分の本棚を作り、蔵書等の情報を、自由にタグをつけて整理できる機能）、「この書籍の印刷版を購入」、「電子書籍を購入」、「所蔵図書館を検索」等へのリンクが張られている。

２．「図書館プロジェクト」について

Googleは、アメリカの大学図書館を含め世界の多数の図書館とパートナーシップを組み、「図書館プロジェクト」と呼ばれる取組みを進めている。同プロジェクトは、パートナー図書館が、所有する蔵書の一部または全部をGoogleに提供し、Googleがそれらを全文検索可能となるようデータベース化するというものである。Googleは各パートナー図書館の蔵書のテキストをスキャンおよびOCR処理によりデータ化し、そのデジタルコピーを当該パートナー図書館に無料で提供することで、当該図書館が利用者向けに書籍の検索サービスを実施できるようにしている。他方でGoogleは、同プロジェクトを通じて提供された書籍をGoogle Booksに登録し、同サイトの一般ユーザー向けの書籍検索に供している。ユーザーが検索結果として表示される書籍の一覧から特定の書籍を選んでクリックすると、当該書籍の設定に応じて、以下のいずれかの範囲で当該書籍に関する情報が表示される。
①パブリックドメインとなっている書籍については「全文表示」される（【資料1】）。
②1922年以降に出版された書籍については、全て著作権で保護されたものとして、出版社および著者から「部分プレビュー表示」（【資料2】）の許諾を得ていない限り、「スニペット表示」（【資料3、4および5】）がなされるにとどまる。
③著作権状況が明確でない書籍についても「スニペット表示」がなされる。
日本で出版された書籍でも、パートナー図書館によりGoogleに提供された書籍はGoogleによってデジタル化されており、著作権保護期間内であるものについては「スニペット表示」によって情報が提供される。
Ⅲ　スニペット表示について
１．スニペット表示の特徴
スニペット表示は、検索者に当該書籍が関心の範囲にあるか否かを評価できる程度に検索語周辺の文脈（当該検索語の前後数行と書誌データおよび目次）を示すことを意図している。Google Booksでは、検索者が選択した検索語を含むスニペットが3つを上限として表示されるようになっている（【資料3、4および5】）。
スニペットは、通常書籍の1ページの8分の1から成る横書きの1分節である。一般的なフォーマットによる書籍のページの場合、重複のない数行の分節または部分に8分割され、各部分がスニペットとなる（たとえば1ページ24行の書籍の場合、各スニペットはテキスト3行から成ることになる。【資料5】は、検索語「Steve Hovley」を含む1ページ8分の1に該当すると思われる行数のスニペットを233頁、237頁、288頁の3ヵ所から表示した例である）。一般的なフォーマットによらない書籍の場合は、1ページ当たりのスニペット数を変えることで、ほぼ同様の効果が得られるように設定されている。たとえば通常より行数の多い（横書きで縦に長いといった）フォーマットの書籍の場合、水平方向に8つよりも多いスニペットに分割され、これとは逆に、通常より行数が少ない（横書きで横長、縦が短いといった）書籍のページの場合であれば、8スニペットより少なく分割される（【資料7】）
。

1ページのスニペットへの分割は、完全な文章やパラグラフ、または内容に応じてではなく、当該ページのテキストの行に従って機械的にかつ均一に行われる。検索者は、さまざまな検索語を入力することで、同一の書籍内で各検索語に対しスニペットを3つまで閲覧することが可能となる（ただしこれには次項でみるようにさらなる制限が設定されている）。
２．スニペット表示に関してGoogleが設定する「制限」について
Googleは、書籍のスニペット表示に関連して以下の制限がかかるようプログラムを設定している
。
①ユーザーがある書籍の特定の単語や用語を検索しようとする場合、当該検索が実施されるコンピュータの台数に関係なく、同一の検索語に対しては同じ3つのスニペットが表示されるようにプログラムが設定されている。つまり、検索者が同一の検索語を繰り返し入力することによって、または異なるコンピュータから検索することによって、表示されるスニペットの数を増やすことはできない設定になっている。
②同じ検索語を用いて検索を繰り返しても、特定の1ページについては、当該ページを8分割して得られる8スニペットのうちのスニペット1件の表示（これは原則的レイアウトの場合である。【資料7】を参照）を超えることがないように設定されている。
③上記②の際に表示されるのは、当該1ページにおける当該検索語の最初の使用例を含んだ1つのスニペットである。たとえば、あるページにおいて、AおよびBという2つの検索語を最初に含むスニペットがある場合、ユーザーが最初にAを検索し、次にBを検索したとしても、当該ページについては当該同一のスニペットが表示されることになる（AまたはBが黄色でハイライト表示される。日本語の書籍からのスニペットの場合は検索語が太字表示される）。
④各スニペットは、表示画面上固定されている（すなわち、表示画面が検索語の周囲を閲覧できるような「スライディング・ウインドウ」になっていない）。また表示画面のイメージのハードコピーは可能だが、スニペットをテキストデータとしてコピーすることはできない
。
⑤各書籍の各ページにつき1スニペットが、さらに10ページごとに1ページ全体が、どのような検索に対しても表示されないようになっている（Googleは当該スニペットまたは当該ページを「ブラックリストに入れる」と称している）。
⑥上記①～④のような、特定の書籍から表示される分量に関する制限に加え、さらに、スニペット画像に付されるウェブ・アドレス（URL）を、予測可能なパターンに適合しない形にしたり
、特定のユーザーからの検索要求数に制限を課したりすることにより、スニペットの自動ダウンロードができないようになっている
。
⑦辞書、料理本、および短編詩、俳句の本など、1つのスニペットが検索者の差し当たってのニーズ（それを知れば対象書籍を必要としなくなること）を満たす可能性の高いタイプの書籍については、スニペットを閲覧することができない設定となっている
。Googleによれば、どの書籍がスニペット表示可能なカテゴリーに属するかを判断するのは、人間のオペレーターであり、この人手を介した検討を経ることなく書籍がスニペット表示に供されることはない、としている
。
Google Books訴訟において連邦控訴裁判所は、上記に列挙した制限が一緒に機能する結果、Google Booksのユーザーである検索者が、スニペットによる表示内容を増やすために長時間検索を続けたとしても、オリジナル作品にとって代わり得る程度の内容を表示させることはできないことが確保されているとの見解を示している。すなわち、1つの書籍の22%（１つの書籍全体の10％＋各ページにつき8分の1（1スニペット））をブラックリストに入れることにより、理論的には書籍の78%が検索者にアクセス可能ということになるが、Google Books訴訟控訴審判決では、Googleのプログラムに組み込まれた上記の諸制限により、検索者が、検索語に関してスニペット1件分を超えた広範で連続した記述にアクセスすることは困難または不可能であると認定されている。同判決によれば、原告らの弁護士がリサーチャーを雇い、原告らの書籍を対象に（実際に当該書籍を手元において検索語を選びながら）数週間にわたって複数用語検索を行わせたが、いかなる場合でもリサーチャーはテキストの16%以上にはアクセスできず、また収集されたスニペットは断片的であり、かつ書籍の最初から最後までの間でランダムに収集されていたとのことである。連邦控訴裁判所は、これらのスニペットの集積は原作品の内容がほとんど伝わらない形で表示されており、米国著作権法107条に定める、フェアユースか否かを考慮する際の第3要素（「著作権のある著作物全体との関連における使用された部分の量および実質性」）の意味において「実質的」であるとは言えないとしている。

なお、Googleは2005年以降、書籍の権利保持者によるオプトアウトの要請（オンライン上で書式を提出することによる）に基づき、要請の対象である書籍をスニペット表示から除外する措置を実施している
。
Ⅳ　スニペット表示に対する評価
１．スニペット表示はフェアユースには当たらないとする見解
　この見解は、典型的には上記Google Books訴訟において原告側から示されている
。ただし、すでに述べたとおり、これらの主張は連邦控訴裁判所によって否定されている。
①スニペット表示は、Googleが図書館プロジェクトの正当性を主張する際の根拠としている検索機能やインデックス機能にとって必要なものではなく、これらの機能に有効に関連付けられる範囲をはるかに超えている。
②単独のスニペットにも豊かな表現（著者のオリジナリティ、主観的な洞察、創作的精神および独自の意見等）が含まれており、実際には「本質的に書籍の核心となる部分」をスニペットに取り込んでしまうおそれがある。Googleが、レシピ、料理本およびその他の参考書のスニペット閲覧を無効化していること自体、短い抜粋の表示でさえ書籍の「核心部分」をさらしてしまうおそれがあることをGoogleが暗に認めていることの証しである
。
③どのようなカテゴリーの書籍をスニペット表示から外すべきか、さらには、ある書籍がそれらのカテゴリーに含まれるか否かを判断する主体がGoogleであってよいとする根拠は存在しない。

２．スニペット表示はフェアユースであり利用価値が高いとする見解

この見解としては、以下のようなものがある。
①スニペット表示がなされない他の書籍検索サービスとの比較に基づく見解
：たとえば、国立国会図書館（国会図書館）の蔵書検索データベースNDL‐OPACの場合、NDL‐OPACは書籍の存在を知らせるだけで、その内容まではわからないため、著作権で保護されていない「事実」を調べる場合でも、検索後に図書館や書店に足を運ばなくてはならないが、スニペット表示がなされるGoogle Booksではその必要はない。

②スニペット表示が検索者の関心の対象となる書籍を特定するという高度に変容的（transformative）な目的に重要な貢献をするとする見解
：スニペット表示は、当該書籍における検索用語の使用の有無およびその使用頻度のみを示すという、基本的な変容的検索機能に重要な価値を付加する。興味ある用語が、ある書籍で使用されているか否かのみがわかっても、その書籍を入手する必要があるかどうかまでは検索者には分からない。当該用語が、その検索者の関心の範囲にある態様または文脈で論じられているか否かは示されないからである。たとえば、検索者がアインシュタイン理論の研究書を探しており、ある書籍で39回「アインシュタイン」が使用されていることがわかったとしても、当該書籍の著者の猫の名前であるから「アインシュタイン」について語っているということがスニペットから判明すれば、検索者は当該書籍を除外することができる。対照的に、著者がアインシュタイン理論について論じていることがスニペットによって示されたなら、検索者は当該書籍を入手する必要があることがわかるであろう。
③Google Books検索におけるスニペット表示を典型的なフェアユースの例であるとする見解
：スニペットは、他の検索エンジン関連の判例においてフェアユースと認定されたサムネイル画像と同様に、情報のための標識であり、リサーチに通じていないユーザーがGoogle Books検索を利用する場合、HathiTrustや研究図書館のデータベースのユーザー（リサーチ慣れした学術研究分野の利用者）と比べ
、検索結果としてスニペットを必要とする度合いが高い。研究者にとっても、スニペット表示は当該検索語が用いられている文脈を示してくれるため、利用価値が高い。Googleは、スニペット表示におけるテキストが書籍そのものにとって代わることがないよう、Google Books検索を慎重にデザインしていることからも、スニペット表示は、読者と著者の双方に有益であり、検索語に関連した書籍の需要を高めるものと言える。さらにGoogle Books検索に対する職業作家の意識調査でも、スニペットが書籍にとって代わるリスクはないと考える者が大多数であることが示されている。

Ⅴ　Google Booksのスニペット表示のフェアユース性について言及した他の事例
　書籍検索に関する事例ではないが、Google Books訴訟控訴審判決以降に同判決を引用しつつ、情報検索サービスがフェアユースとなるか否かを検討した事例として、Fox News Network, LLC v. TVEyes, Inc., 43 F. Supp. 3d 379 (2014)がある。これは、テレビ番組の検索データベース・サービス（以下「本件サービス」という）に関する事例である。
被告TVEyesが提供しているのは、テレビ局等で放送された全コンテンツを24時間録画録音してデータベース化し、自身のクライアントである検索者が興味あるキーワードやフレーズを指定すると、当該キーワード等が発声されたシーンを選び出し、当該シーンを含むビデオクリップ（キーワード等の発声の14秒前から再生できる、オリジナルの映像に一切手を加えていない最長10分間の録画）が閲覧できるというサービスである。原告FoxはTVEyesの検索サービスはFoxの映像コンテンツの著作権を侵害し、Foxのコンテンツの視聴者を奪うものであるとして提訴し、TVEyesはフェアユースを主張した。
　連邦地裁は、Google Books訴訟控訴審判決も参照しつつ、TVEyesのニュースコンテンツのデータベースならびに本件サービスによるビデオクリップの提供について、その目的が変容的でありフェアユースに当たるとの判断を示していた
。
控訴審において、Foxは本件サービスの「情報検索機能」のフェアユース性については争わず、同サービスにおけるFoxのコンテンツの「閲覧機能」（TVEyesが自身のクライアントにFoxの番組のクリップを閲覧可能にしていること）がFoxの著作権を侵害していると主張した。控訴審である合衆国第2巡回区控訴裁判所は、本年2月27日、本件サービスにおける「閲覧機能」はフェアユースとは言えないとして、地裁判決を破棄する判決を下した（以下「Fox News Network訴訟控訴審判決」という）。同控訴審は、特にフェアユースの第3要素（「著作権のある著作物全体との関係における使用された部分の量と実質性」）に関して、Google Books訴訟控訴審判決が認定したようにスニペット機能にはさまざまな表示制限が課されているのに対し、本件サービスが検索に応じて提供する無編集の最長10分間のクリップは、実質的にTVEyesのユーザーが求めるFox番組のすべてを提供するものであると述べている。
Ⅵ　おわりに
　Google Books訴訟控訴審判決においては、許諾を得ていない書籍のコンテンツのデータベースを使用した情報検索サービスにおいて検索語およびその周辺の数行を含んだスニペットを表示することについて、当該コンテンツの著作権を侵害しないフェアユースであるとされた。Fox News Network訴訟控訴審判決においても強調されている通り、Google Booksにおけるスニペット表示については、かかる表示が著作物の「変容的」な使用に資するものであるという要件に加え、さらに、①どのような検索に対しても、当該書籍の16％程度しか表示されず、かつ②その表示される16％についても、当該書籍の内容を、1スニペットを超えて連続して伝えることのない、きわめて断片的な「部分」の集積でしかない、という2点が確保されていることが、フェアユースの認定の基礎としてきわめて重要とされていることに注意を要する。これら2点が確保されることで、そのようなスニペットの断片の集積が「当該書籍に代替するような機能を果たしていないこと」が必要なのである
。他方、スニペットの集積が当該書籍に代替するような、まとまりのある内容を伝えるものでなければ、検索者がGoogle Booksのスニペットを「辞書」代わりに使用して、差し当たり知りたい「歴史的事実」を知ることにより、当該書籍を購入したり、図書館で借り出したりすることに替える（それにより、図書館側が当該書籍を追加購入する動機が失われる）ことが生じるとしても、当該書籍のその程度の売上げの減少は、スニペット表示に対するフェアユースの認定を妨げるものではないというのが、Google Books訴訟控訴審判決における裁判所の考えである。
　このようなスニペット表示に関して、懸念される点を1つ挙げるとすれば、上記３(2)で紹介した、スニペット表示に対する制限の⑥、すなわち、「辞書、料理本、および短編詩、俳句の本など、1つのスニペットが検索者の差し当たってのニーズを満たす可能性の高いタイプの書籍については、スニペットを閲覧することができない設定」をどのように実現するか、ということである。Googleは、人間のオペレーターが判断するとしているが、俳句や短編詩等を引用しながら論じているような批評本や鑑賞本のスニペットは、断片であっても当該作品全体を含んだまま表示される可能性が考えられ、実際にそのようなスニペットも散見される
。したがって、「歴史的事実」ではない、表現そのものである情報を知るために、Google Booksのスニペット表示を利用することもあり得るということになるが、日本において新法の下で、書籍の所在検索サービスにおいてGoogle Booksに類似のスニペット表示を認める場合、このような表示をどの程度まで許容するのか、さらには、それ以上の表示を行わないということをシステムとしてどのように確保するのか、という問題を考える必要があるように思われる。
� 本原稿は、著作権フォーラム（松田政行（森・濱田松本法律事務所弁護士、文化審議会著作権分科会委員）、町田悦子（東京工学院専門学校非常勤講師）、井部ちふみ（日本比較法研究所嘱託研究所員））によって調査された結果を弁護士松田政行が公表するものである。


� 合衆国第2巡回区控訴裁判所2015年10月16日判決（Authors Guild v. Google, Inc., 804 F.3d 202 (Oct. 16, 2015)以下、「Google Books訴訟控訴審判決」という


<https://law.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca2/13-4829/13-4829-2015-10-16.html>）。


合衆国最高裁は、2016年4月18日に理由を示すことなく上告を受理しない旨を公表した。この全経緯については、松田政行編著『Google Books裁判資料の分析とその評価―ナショナルアーカイブはどう創られるか』（商事法務、2016年）、この経緯の概説とこれを踏まえたGoogleのナショナルアーカイブ構築の戦略に関する分析は、同書第1章「日・米ナショナルアーカイブ戦略」[松田政行]を参照されたい。


� 文化審議会著作権分科会（分科会長・道垣内正人）平成29年4月文化審議会著作権分科会報告書。


� 「所在検索サービス」に関する該当条文は以下のとおりである。


「第47条の5


　電子計算機を用いた情報処理により新たな知見又は情報を創出することによつて著作物の利用の促進に資する次の各号に掲げる行為を行う者（当該行為の一部を行う者を含み、当該行為を政令で定める基準に従つて行う者に限る。）は、公衆への提供又は提示（送信可能化を含む。以下この条において同じ。）が行われた著作物（以下この条及び次条第2項第2号において『公衆提供提示著作物』という。）（公表された著作物又は送信可能化された著作物に限る。）について、当該各号に掲げる行為の目的上必要と認められる限度において、当該行為に付随して、いずれの方法によるかを問わず、利用（当該公衆提供提示著作物のうちその利用に供される部分の占める割合、その利用に供される部分の量、その利用に供される際の表示の精度その他の要素に照らし軽微なものに限る。以下この条において『軽微利用』という。）を行うことができる。ただし、当該公衆提供提示著作物に係る公衆への提供又は提示が著作権を侵害するものであること（国外で行われた公衆への提供又は提示にあつては、国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきものであること）を知りながら当該軽微利用を行う場合その他当該公衆提供提示著作物の種類及び用途並びに当該軽微利用の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りではない。


一　電子計算機を用いて、検索により求める情報（以下この号において『検索情報　』という。）が記録された著作物の題号又は著作者名、送信可能化された検索情報に係る送信元識別符号（自動公衆送信の送信元を識別するための文字、番号、記号その他の符号をいう。）その他の検索情報の特定又は所在に関する情報を検索し、及びその結果を提供すること。」文部科学省ホームページ「第196回国会における文部科学省提出法律案（平成30年1月22日～）」、


<http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/an/1401395.htm>


� 佐藤陽一「Googleブック検索について」（館灯46巻、14－17頁、2008年）。Googleは、Google Booksとは別にGoogle Scholar（学術論文検索サービス）も提供しており、同サービスでは、デジタル公開されている論文（アブストラクト部分）のみを検索対象とし、検索語を含む論文を、「citation」数を重要なファクターとして並び順を決定してリストアップし、検索者に検索結果として表示している。同上書、17頁。


� 分析される「さまざまな要素」には、検索語の組合せや検索者の検索履歴等から推察される検索目的なども含まれるものと思われる。将来的には、自然言語で入力された検索目的をAI技術によって分析し、所望の書籍を表示することが考えられる。AIによる書籍検索の技術は、ナショナルアーカイブ構築の重要な要素になる。


� Google Booksに関するウェブサイト、「さまざまな表示方法についての詳細」<https://books.google.com/intl/JA/googlebooks/screenshots.html>。


� Googleが出版社等と契約し、提供を受けた書籍をスキャンし、OCR処理をしてデジタル化し、Google Booksで検索可能とするプログラム。


� 本資料は、Google Books訴訟第一審における被告Google側からの2012年7月27日付サマリ・ジャッジメント（正式事実審理を経ずになされる判決）申立趣意書と共に裁判所に提出された被告Google側証人Dan Clancy氏（同社の当時の技術責任者）の同年同月26日付宣誓供述書（Declaration of Dan  Clancy in Support of Defendant Google Inc.’s Motion for Summary Judgment、以下「Clancy宣誓供述書」という）に別紙Fとして添付されたものである


<https://docs.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca2/13-4829/41/3.html>。


このように部分プレビュー表示されている書籍に関し、さらに検索語を入力して検索すると、当該検索語を含む抜粋（スニペット、本稿Ⅲ１で詳述）が表示されるが、1人のユーザーが1ヵ月間に見ることができる当該書籍の最大量が、指定された割合となるように設定されている（前掲注5）。なお、Googleによれば、部分プレビュー表示の許諾を与えるのは「出版社または著者」である。


�【資料3、4および5】も、上記Clancy宣誓供述書（前掲注9）にそれぞれ別紙B、C、Dとして添付されたものである。資料3は、Google Booksの検索語入力欄に「Steve Hovley」と入力した場合に最初に表示される、当該検索語を含む書籍の一覧である。この一覧の上から3番目の書籍「Ball four」をクリックすると当該書籍の書誌情報等および上記検索語を含む同書からのスニペット3つが表示される。資料4はこのスニペット表示ページの上の部分であり、資料5は同一ページのその下に続くスニペット表示部分である（なお、検索結果は同供述書作成時点によるものであると思われる）。


� 前掲注7。


� Google Booksに関するウェブサイト、「図書館プロジェクトについて」


<https://support.google.com/books/partner/faq/3396243#>　


および「Googleブックス－一般的な質問」


<https://books.google.do.jp/googlebooks/common.html/>（2018年1月10日現在）。


� Google Books検索語入力画面に「フェアユース」と入力した場合に表示される書籍の一覧から、「ジュリスト第1215号～1219号」（Googleへの同書籍提供元はパートナー図書館であるミシガン大学）をクリックし、表示されるスニペットの1つを調べてみたところ、当該スニペットがある同書1215号中の1ページ（横書き2段組）の行数の合計が104行、そのうち最初に使用されている検索語の前後合わせて12行程度が、OCR処理された日本語テキスト6行から成るスニペットとして表示される。104行の8分の1は13行であるから、この場合、2段組のフォーマットの左右の行数の合計を大体8分割して1スニペットとしていることがわかる（なお、検索結果は本稿執筆時点によるものである）。


� 以下、④および⑥以外はGoogle Books訴訟控訴審判決において認定された事実である。


� Google Books訴訟第一審における被告Google側証人Brad Hasegawa氏（同社の当時のエンジニア）の2012年7月25日付宣誓供述書（Declaration of Brad Hasegawa in Support of Defendant Google Inc.’s Motion for Summary Judgment、以下「Hasegawa宣誓供述書」という


<https://docs.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca2/13-4829/42>）。


「スライディング・ウインドウ」とは、表示画面端のタブにポインタを移動すると画面がスライドするウィンドウのことをいう。


� ウェブサイトから画像を自動的に一括収集できるソフトウェアを使用すると、画像のURLの末尾が連番など規則性のあるものとなっている場合、1つの画像のURLを起点として他の画像のURLを予測することで、一連の画像をまとめて容易にダウンロードすることができるようである。これを防止するための措置であると思われる。


� Hasegawa宣誓供述書・前掲注15。


� しかし、Google Booksの検索語入力欄に「短歌」と入力して検索にかけ、表示された書籍の一覧から『短歌と日本人』第4巻を選択し、さらに同書籍内検索のための入力欄に「俵万智」と入力してみたところ、表示されたスニペットには同氏の作品が複数含まれていた（【資料8】、枠で囲んだ部分）。他の検索方法でも1つまたは複数の他の作品全体を含んだスニペットを表示することが可能であり、このことから、少なくとも短詩や俳句の批評や解説書のスニペットの中には、個々の作品を完全な形で含んだ状態で表示しているものがあることがわかる。なお資料8の作成に当たり、筆者がGoogle Books検索語入力画面に、「俵万智」に加えて同氏の作品集である『サラダ記念日』で使用されているさまざまな単語（缶チューハイ、セーター等）を入力して検索を繰り返したところ、比較的早い段階で閲覧に制限がかかり、同様の検索ができない状態が数日間続いた。同書は部分プレビュー表示によって中身をウェブ上で一部閲覧できるようになっているが、プレビューできる部分以外のテキストを他の書籍からのスニペット表示によって閲覧しようとしていることをGoogle Booksのプログラムが早々に認識したことにより、閲覧にストップがかかったものと推察される。したがって、Googleが設定している「特定の書籍から表示される分量に関する制限は、かなり有効に機能しているようである（なお、検索結果は本稿執筆時点によるものである）。


� Clancy宣誓供述書・前掲注9。なお、Google Books訴訟において、原告作家らは、前記Google側の「どの書籍がスニペット表示可能なカテゴリーに属するかは人間のオペレーターが判断している」との主張に対し、これを争っているが、2013年8月26日付原告側反論書においてその理由を記載した部分は非公開となっている。


� 現在何パーセントの書籍が除外されているかは公開されていないようである。


� 一例として、Google Books訴訟における原告・控訴人の2014年4月7日付控訴申立趣意書


<https://docs.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca2/13-4829/55>。


� 前掲注18に示したとおり、筆者が検証したところ、原告の主張に沿う「核心部分」の表示があり得ることが認められた。


� 城所岩生「著作権法改革が必要なこれだけの理由〔下－5〕」国際商事法務44巻2号、270－275頁、2016年。


� スニペット表示が、米国著作権法107条に定める、フェアユースか否かを判断するための第1要素（「使用の目的および性質」）に関してどのように評価できるかについて、Google Books訴訟控訴審判決が示した見解。前掲注2。米国著作権判例上、ある著作物の二次使用がフェアユースに相当するか否かを判断するに当たり、当該使用の目的および性質が「変容的」であることが、フェアユースの認定に有利に働く指標の1つとされている。Google Books訴訟控訴審判決によれば、「変容的」な性質ないし目的を持った使用とは、原著作物とは異なる新たな何かを表現するか、または原著作物の有用性を拡大することで、公衆の知識の増進に貢献するという著作権全体の目的に資する使用方法のことである。


� Authors Alliance（アメリカの大学教授らが中心となり、学術系の著作を発表している著者らを主要メンバーとして、公益目的で公衆に対し自著その他への幅広いアクセスの提供を推進することを目指している団体）の理事らがGoogle Books訴訟控訴審において提出した2014年7月10日付Brief for Amicus Curiae（Googleおよび控訴棄却を支持する法廷助言者意見書）。


� HarthiTrustとは、アメリカの複数の短期大学、大学その他の非営利機関をメンバーとし、メンバーが有する図書館等の蔵書をGoogleに電子的にスキャンさせ、そのデジタルコピーのレポジトリを構築・運営するために設立された機関のことである。


<https://docs.justia.com/cases/federal/appellate-courts/ca2/13-4829/150>


� 被告による他のサービス（ビデオクリップのダウンロードや、電子メールに添付して他者と共有することを可能にする機能等）については、本事例の事実関係において、フェアユースと認定されるための使用が持つ変容的目的にそれらのサービスが不可欠な要素であるか否かをいずれの当事者も立証できていないとして、判断をいったん保留したが、その後2015年11月6日付の判決において、これらのうち一部は著作権侵害に当たるとして永久的に差し止めるとの判断を下している（WL 8148831）。


� 米国著作権法107条では、「著作権のある著作物の潜在的市場または価値に対する使用の影響」を、フェアユースか否かを判断するための第4要素としている。この第4要素に関し、Google Books訴訟控訴審判決では、「たとえスニペットが、著者の表現を多少表示したとしても、単独のスニペットが持つ簡潔さ、スニペット表示が提供するスニペットの集合体が持つ扱いにくさ、連続性のなさ、そして不完全さから、当裁判所は、著者の作品における著作権で保護された側面に対する検索者の関心が、スニペット表示で得られるものによって満たされる場合は稀であると考える。そして―スニペット表示が提供するスニペットの集積が持つ扱いにくさ、連続性のなさ、そして不完全さから―スニペット表示が、著者の作品の購入に対する有意な代替物を提供できる場合はさらに稀である」との見解を示している（斜体による強調部分は原文による）。


� 前掲注18。
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